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１．厚生労働省発表の介護人材の必要数について 

（1）全国の状況 

・2018年５月 21日、厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室が発表した「第

７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について」という報道資料によると、全

国の 2016（平成 28）年度の介護職員数は約 190 万人に対し、都道府県が推計した 2020

（平成 32）年度の需要見込みの合計は約 216万人となり、約 26万人の不足となる。現状

維持シナリオで介護人材が供給されるとした場合の見込みでは介護職員数は約 203 万人

となり、それでも約 13万人が不足する。 

・その５年後の、団塊の世代が全員 75歳以上になる 2025（平成 37）年度には約 245万人の

介護人材の需要が見込まれるため、現状との差では約 55万人不足する。毎年約６万人程

度が不足する勘定である。現状維持シナリオでの供給見込みは約 211万人にとどまり、約

34 万人が不足する。大津市の人口とほぼ同じ数の介護人材が不足することになる。早急

な対策が求められる。 

・なお、ここでいう介護人材数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保

険施設に従事する介護職員数に、介護予防・日常生活支援総合事業における従前の介護予

防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を加えたもの。 

 

 

 

 

 

「人生 100年時代」において、介護は、誰もが直面しうる現実かつ喫緊の課題である。国

は、在宅・施設サービスの整備の加速化や介護休業を取得しやすい職場環境の整備など、こ

れまでも、いわゆる「介護離職ゼロ」に向けた重層的な取組を進めてきている。 

昨年５月に厚生労働省から発表された介護人材の必要数をみると、現状の約 26 万人の人

員不足は、団塊世代が全員 75 歳以上になる 2025 年度には約 34 万人となる見込みである。

大津市の人口とほぼ同じ数の介護人材が不足することになる。 

ここでは、都道府県別の介護人材の必要数、不足数をみるとともに、介護人材不足の大き

な要因の一つである低賃金の実態をチェックし、介護人材の待遇改善をはじめとする国の対

策をみていきたい。 
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第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数（都道府県別） （単位：人、％）

需要見込み
（①）

（参考）現状
維持シナリ
オによる供
給見込み

（②）

充足率
（（②÷①）

×100）

需要見込み
（①）

（参考）現状
維持シナリ
オによる供
給見込み

（②）

充足率
（（②÷①）

×100）

2016～
2020年度

2020～
2025年度

2016～
2020年度

2020～
2025年度

北 海 道 89,583 104,007 96,772 93.0 116,476 96,935 83.2 16.1 12.0 8.0 0.2

青 森 県 23,626 25,528 24,560 96.2 27,355 23,706 86.7 8.1 7.2 4.0 -3.5

岩 手 県 20,703 23,436 22,059 94.1 25,060 21,785 86.9 13.2 6.9 6.5 -1.2

宮 城 県 30,893 35,865 32,955 91.9 39,635 34,880 88.0 16.1 10.5 6.7 5.8

秋 田 県 20,670 23,733 21,832 92.0 25,005 21,419 85.7 14.8 5.4 5.6 -1.9

山 形 県 19,266 21,509 20,743 96.4 22,869 21,064 92.1 11.6 6.3 7.7 1.5

福 島 県 29,128 37,751 30,894 81.8 41,675 30,898 74.1 29.6 10.4 6.1 0.0

茨 城 県 34,959 41,929 38,784 92.5 47,893 40,977 85.6 19.9 14.2 10.9 5.7

栃 木 県 23,677 27,999 26,403 94.3 32,535 27,315 84.0 18.3 16.2 11.5 3.5

群 馬 県 32,943 35,400 33,749 95.3 39,774 34,746 87.4 7.5 12.4 2.4 3.0

埼 玉 県 81,316 93,745 92,438 98.6 115,875 99,851 86.2 15.3 23.6 13.7 8.0

千 葉 県 76,792 94,435 79,868 84.6 109,785 81,399 74.1 23.0 16.3 4.0 1.9

東 京 都 179,836 191,415 179,857 94.0 222,820 188,155 84.4 6.4 16.4 0.0 4.6

神奈川県 134,684 145,497 143,940 98.9 174,169 153,029 87.9 8.0 19.7 6.9 6.3

新 潟 県 38,890 42,103 40,274 95.7 44,360 40,387 91.0 8.3 5.4 3.6 0.3

富 山 県 17,116 19,926 19,085 95.8 21,726 19,995 92.0 16.4 9.0 11.5 4.8

石 川 県 17,634 19,876 20,184 101.5 22,576 20,966 92.9 12.7 13.6 14.5 3.9

福 井 県 12,610 11,391 10,876 95.5 12,097 11,020 91.1 -9.7 6.2 -13.8 1.3

山 梨 県 12,536 13,746 13,461 97.9 15,126 14,615 96.6 9.7 10.0 7.4 8.6

長 野 県 34,525 40,946 37,085 90.6 44,747 37,946 84.8 18.6 9.3 7.4 2.3

岐 阜 県 30,702 35,726 32,361 90.6 39,696 33,391 84.1 16.4 11.1 5.4 3.2

静 岡 県 48,183 57,464 54,123 94.2 64,634 56,878 88.0 19.3 12.5 12.3 5.1

愛 知 県 92,264 107,617 104,147 96.8 125,273 113,943 91.0 16.6 16.4 12.9 9.4

三 重 県 27,444 32,513 30,876 95.0 35,854 32,960 91.9 18.5 10.3 12.5 6.7

滋 賀 県 17,857 21,466 19,592 91.3 24,115 20,764 86.1 20.2 12.3 9.7 6.0

京 都 府 36,381 47,927 40,832 85.2 53,673 42,560 79.3 31.7 12.0 12.2 4.2

大 阪 府 150,981 179,031 167,902 93.8 208,042 173,547 83.4 18.6 16.2 11.2 3.4

兵 庫 県 83,123 95,859 88,118 91.9 109,325 88,803 81.2 15.3 14.0 6.0 0.8

奈 良 県 22,245 26,483 24,865 93.9 31,073 26,221 84.4 19.1 17.3 11.8 5.5

和歌山県 20,521 22,035 21,158 96.0 23,074 20,725 89.8 7.4 4.7 3.1 -2.0

鳥 取 県 10,667 12,642 12,140 96.0 13,700 12,794 93.4 18.5 8.4 13.8 5.4

島 根 県 15,187 17,092 16,752 98.0 18,007 17,001 94.4 12.5 5.4 10.3 1.5

岡 山 県 31,909 36,859 34,962 94.9 40,099 36,158 90.2 15.5 8.8 9.6 3.4

広 島 県 47,583 55,224 52,907 95.8 61,080 54,341 89.0 16.1 10.6 11.2 2.7

山 口 県 25,777 29,326 26,956 91.9 32,028 28,450 88.8 13.8 9.2 4.6 5.5

徳 島 県 13,781 14,745 14,202 96.3 15,870 14,461 91.1 7.0 7.6 3.1 1.8

香 川 県 16,376 17,424 16,528 94.9 18,830 16,365 86.9 6.4 8.1 0.9 -1.0

愛 媛 県 27,746 31,039 28,850 92.9 32,637 29,672 90.9 11.9 5.1 4.0 2.8

高 知 県 13,084 15,101 14,540 96.3 15,704 14,640 93.2 15.4 4.0 11.1 0.7

福 岡 県 78,095 82,773 81,406 98.3 95,246 85,790 90.1 6.0 15.1 4.2 5.4

佐 賀 県 13,712 13,819 13,667 98.9 14,615 13,993 95.7 0.8 5.8 -0.3 2.4

長 崎 県 26,198 28,861 27,807 96.3 31,823 28,643 90.0 10.2 10.3 6.1 3.0

熊 本 県 29,866 32,229 31,288 97.1 34,978 32,923 94.1 7.9 8.5 4.8 5.2

大 分 県 22,521 23,616 23,269 98.5 25,549 23,942 93.7 4.9 8.2 3.3 2.9

宮 崎 県 19,976 21,255 19,758 93.0 22,979 19,370 84.3 6.4 8.1 -1.1 -2.0

鹿児島県 29,966 33,406 32,118 96.1 35,201 33,135 94.1 11.5 5.4 7.2 3.2

沖 縄 県 18,824 18,725 17,191 91.8 21,899 17,398 79.4 -0.5 17.0 -8.7 1.2

全国計 1,898,760 2,160,494 2,034,133 94.2 2,446,562 2,109,956 86.2 13.8 13.2 7.1 3.7

都道府県名
2016（平成
28）年度の
介護職員数

2020（平成32）年度 2025（平成37）年度 伸び率（需要数） 伸び率（供給数）
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（2）滋賀県の状況 

・滋賀県の 2016（平成 28）年度の介護職員数は 17,857 人に対し、2020（平成 32）年度の

需要見込み数は 21,466 人となり、3,609 人の不足となる。現状維持シナリオで介護人材

が供給されるとした場合の見込みでは介護職員数は 19,592人となり、それでも 1,874人

不足する。この需要数に対する供給数の充足率（％）をみると、91.3％となり、９割を超

えているものの都道府県ランキングではワースト６位の 42位とかなり低い。 

・その５年後の 2025（平成 37）年度には 24,115人の介護人材の需要が見込まれるため、現

状との差では 6,258人不足する。毎年 700人程度不足するという計算になる。現状維持シ

ナリオでの供給見込みは 20,764人で、3,351人が不足する。充足率は 86.1％と全国 32位

まで回復するものの、５年前の率（91.3％）に比べ５ポイント以上（5.2ポイント）も低

下する。 

【介護人材充足率の都道府県別ランキング（降順）】（単位：％） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 石 川 県 101.5

2 神奈川県 98.93

3 佐 賀 県 98.90

4 埼 玉 県 98.6

5 大 分 県 98.5

6 福 岡 県 98.3

7 島 根 県 98.0

8 山 梨 県 97.9

9 熊 本 県 97.1

10 愛 知 県 96.8

11 山 形 県 96.4

12 長 崎 県 96.35

13 徳 島 県 96.32

14 高 知 県 96.29

15 青 森 県 96.2

16 鹿児島県 96.1

17 鳥 取 県 96.03

18 和歌山県 96.02

19 広 島 県 95.80

20 富 山 県 95.78

21 新 潟 県 95.7

22 福 井 県 95.5

23 群 馬 県 95.3

24 三 重 県 95.0

2020（平成32）年度

25 香 川 県 94.86

26 岡 山 県 94.85

27 栃 木 県 94.3

28 静 岡 県 94.19

－ 全国計 94.15

29 岩 手 県 94.1

30 東 京 都 94.0

31 奈 良 県 93.9

32 大 阪 府 93.8

33 北 海 道 93.04

34 宮 崎 県 92.96

35 愛 媛 県 92.9

36 茨 城 県 92.5

37 秋 田 県 92.0

38 兵 庫 県 91.925

39 山 口 県 91.918

40 宮 城 県 91.89

41 沖 縄 県 91.8

42 滋 賀 県 91.3

43 岐 阜 県 90.58

44 長 野 県 90.57

45 京 都 府 85.2

46 千 葉 県 84.6

47 福 島 県 81.8

山 梨 県 96.6 1

佐 賀 県 95.7 2

島 根 県 94.4 3

鹿児島県 94.13 4

熊 本 県 94.12 5

大 分 県 93.7 6

鳥 取 県 93.4 7

高 知 県 93.2 8

石 川 県 92.9 9

山 形 県 92.1 10

富 山 県 92.0 11

三 重 県 91.9 12

徳 島 県 91.12 13

福 井 県 91.10 14

新 潟 県 91.04 15

愛 知 県 90.96 16

愛 媛 県 90.9 17

岡 山 県 90.2 18

福 岡 県 90.1 19

長 崎 県 90.0 20

和歌山県 89.8 21

広 島 県 89.0 22

山 口 県 88.8 23

宮 城 県 88.003 24

2025（平成37）年度

静 岡 県 88.000 25

神奈川県 87.9 26

群 馬 県 87.4 27

岩 手 県 86.93 28

香 川 県 86.91 29

青 森 県 86.7 30

全国計 86.24 －

埼 玉 県 86.17 31

滋 賀 県 86.1 32

秋 田 県 85.7 33

茨 城 県 85.6 34

長 野 県 84.8 35

東 京 都 84.44 36

奈 良 県 84.39 37

宮 崎 県 84.3 38

岐 阜 県 84.1 39

栃 木 県 84.0 40

大 阪 府 83.4 41

北 海 道 83.2 42

兵 庫 県 81.2 43

沖 縄 県 79.4 44

京 都 府 79.3 45

千 葉 県 74.144 46

福 島 県 74.140 47
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２．介護従事者の平均給与について 

（1）介護職の平均給与月額の都道府県比較 

・介護人材不足の大きな要因の一つは、いわゆる介護職の低賃金といわれている。介護職の

平均給与月額の状況を下記の公的資料からチェックしたい。 

・使用する資料は、厚生労働省の「平成 29 年賃金構造基本統計調査」で、介護職を「介護

支援専門員（ケアマネージャー）」と「ホームヘルパー」とし、男女計の平均給与月額（賞

与、その他特別給与を含む）をみてみたい。 

・なお、介護職の平均給与月額の計算方法については、上記の「平成 29 年賃金構造基本統

計調査」の中の「きまって支給する現金給与額」に「年間賞与その他特別給与額」を加え

た金額を使用し、調査対象の「労働者数」を考慮した加重平均月額（千円）とした。 

 

・都道府県別に金額の少ない順にランキングした下表をみると、最も少ないのは「岩手県」

で 231.9千円、最も多いのは「栃木県」で 334.1千円、その差は 102.2千円となりかなり

の開きがある。滋賀県は 312.8千円で全国８番目に高い金額で、全国計の 287.3千円より

25.5千円多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 栃 木 県 334.1

2 愛 知 県 323.5

3 東 京 都 316.1

4 静 岡 県 315.0

5 京 都 府 314.7

6 千 葉 県 314.6

7 埼 玉 県 313.3

8 滋 賀 県 312.8

9 福 井 県 312.7

10 富 山 県 310.7

11 茨 城 県 310.1

12 宮 崎 県 304.3

13 兵 庫 県 298.9

14 大 阪 府 297.8

15 宮 城 県 296.8

16 石 川 県 296.4

17 山 口 県 294.8

18 神奈川県 291.2

19 福 島 県 289.5

20 沖 縄 県 288.6

- 全国計 287.3

21 長 野 県 287.0

22 山 梨 県 286.5

23 奈 良 県 286.2

24 群 馬 県 279.7

介護職の平均給与
（月額）

（千円）（平成29年）
（降順）

25 鹿児島県 278.4

26 岡 山 県 276.4

27 鳥 取 県 276.3

28 大 分 県 274.8

29 三 重 県 272.3

30 青 森 県 272.1

31 和歌山県 270.5

32 佐 賀 県 269.7

33 愛 媛 県 268.2

34 新 潟 県 268.0

35 広 島 県 265.5

36 徳 島 県 265.2

37 北 海 道 264.7

38 岐 阜 県 263.9

39 秋 田 県 263.0

40 福 岡 県 258.8

41 山 形 県 256.7

42 熊 本 県 253.8

43 長 崎 県 251.5

44 高 知 県 235.6

45 香 川 県 234.5

46 島 根 県 233.9

47 岩 手 県 231.9
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（2）全産業平均との比較 

・次に、介護職の平均給与月額を全産業平均と比較してみたい。 

・全産業平均は、企業規模計・10 人以上の男女計の「きまって支給する現金給与額」に、

「年間賞与その他特別給与額」を月額に換算したものを足した金額（千円）。 

 

・全国計で給与月額の両者の差額をみると、介護職の給与（287.3千円）は全産業計（409.3

千円）を 122.0千円下回っている。 

・滋賀県の場合は、介護職の平均給与月額は 312.8 千円で、全産業平均給与月額の 403.3千

円を 90.4千円下回っている。全国計に比べると、全産業平均給与は６.0千円低いレベル

にとどまるが、介護職の給与は逆に 25.5千円高い。 

・都道府県別に介護職と全産業計の給与の差をみると、すべてで介護職の給与が全産業計を

下回り、その最も差が大きいのは「東京都」で▲196.9千円、以下「神奈川県」の▲152.1

千円、「大阪府」の▲142.5千円、「広島県」の▲140.0千円、「三重県」の▲137.0千円と

続く。 

・一方、両者にほとんど差がないのは、「宮崎県」の▲0.5千円で、次いで「沖縄県」（▲16.5

千円）や「青森県」（▲27.5千円）の差が少ない。 
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【介護職と全産業平均の平均給与月額の比較】 

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神奈川県

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

山 梨 県

長 野 県

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三 重 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和歌山県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿児島県

沖 縄 県

全国計

都道府県名

きまって支給す
る現金給与額
（月額・千円）

年間賞与その
他特別給与額
（年額・千円）

平均給与
（月額）
（千円）

介護職計と全産
業平均との差額
（月額・千円）

288.6 687.9 345.9 ▲ 81.2

254.9 535.8 299.6 ▲ 27.5

260.7 590.1 309.9 ▲ 78.0

311.0 780.6 376.1 ▲ 79.3

261.7 594.9 311.3 ▲ 48.3

270.4 617.8 321.9 ▲ 65.1

289.6 671.5 345.6 ▲ 56.0

332.8 895.3 407.4 ▲ 97.3

329.1 836.0 398.8 ▲ 64.7

313.8 835.3 383.4 ▲ 103.7

327.5 795.6 393.8 ▲ 80.5

338.6 799.6 405.2 ▲ 90.6

407.0 1271.6 513.0 ▲ 196.9

362.8 965.4 443.3 ▲ 152.1

284.2 640.6 337.6 ▲ 69.6

294.0 749.3 356.4 ▲ 45.7

305.0 794.3 371.2 ▲ 74.8

298.5 781.7 363.6 ▲ 50.9

309.8 857.0 381.2 ▲ 94.8

303.9 770.1 368.1 ▲ 81.1

308.3 766.4 372.2 ▲ 108.3

323.1 890.9 397.3 ▲ 82.4

357.8 1105.0 449.9 ▲ 126.3

333.5 909.4 409.3 ▲ 137.0

330.1 878.0 403.3 ▲ 90.4

339.9 908.4 415.6 ▲ 100.9

355.7 1014.4 440.2 ▲ 142.5

328.0 881.5 401.5 ▲ 102.6

326.2 786.0 391.7 ▲ 105.5

310.0 813.1 377.8 ▲ 107.3

275.7 656.6 330.4 ▲ 54.1

278.2 703.0 336.8 ▲ 102.8

298.9 732.5 359.9 ▲ 83.5

330.1 904.9 405.5 ▲ 140.0

303.7 808.7 371.1 ▲ 76.3

297.6 833.3 367.0 ▲ 101.9

302.8 784.8 368.2 ▲ 133.7

286.2 713.1 345.6 ▲ 77.5

275.9 632.5 328.6 ▲ 93.0

310.3 778.1 375.1 ▲ 116.3

271.5 657.6 326.3 ▲ 56.6

278.9 700.2 337.3 ▲ 85.7

279.0 664.5 334.4 ▲ 80.5

286.0 689.3 343.4 ▲ 68.6

254.9 598.8 304.8 ▲ 0.5

269.3 603.6 319.6 ▲ 41.2

261.6 522.7 305.2 ▲ 16.5

333.8 905.9 409.3 ▲ 122.0

全産業平均（男女計）
（企業規模計・10人以上）

総給与月額
合計

（千円）

労働者数
合計
（人）

平均給与
（月額）
（千円）

2,355,733 8,900 264.7

914,131 3,360 272.1

684,008 2,950 231.9

492,614 1,660 296.8

665,364 2,530 263.0

223,364 870 256.7

813,596 2,810 289.5

1,451,152 4,680 310.1

624,745 1,870 334.1

640,515 2,290 279.7

2,522,291 8,050 313.3

1,258,352 4,000 314.6

3,163,762 10,010 316.1

2,279,714 7,830 291.2

544,003 2,030 268.0

271,575 874 310.7

370,448 1,250 296.4

328,338 1,050 312.7

77,343 270 286.5

878,127 3,060 287.0

638,614 2,420 263.9

1,162,302 3,690 315.0

2,099,768 6,490 323.5

473,768 1,740 272.3

807,093 2,580 312.8

881,056 2,800 314.7

3,981,047 13,370 297.8

2,199,616 7,360 298.9

446,542 1,560 286.2

1,117,041 4,130 270.5

70,188 254 276.3

210,544 900 233.9

834,725 3,020 276.4

461,920 1,740 265.5

660,285 2,240 294.8

249,272 940 265.2

487,782 2,080 234.5

665,045 2,480 268.2

409,918 1,740 235.6

1,884,081 7,280 258.8

1,186,471 4,400 269.7

563,411 2,240 251.5

1,162,607 4,580 253.8

250,073 910 274.8

526,368 1,730 304.3

732,322 2,630 278.4

245,333 850 288.6

44,943,863 156,430 287.3

介護職計（男女計）
（介護支援専門員＋ホームヘルパー）
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・ここで、介護職の平均給与と全産業のそれとの相関関係をみると、介護職と全産業計の給

与がともに全国計を上回っているのは、「東京都」をはじめ５都府県（愛知県、京都府、

大阪府、神奈川県）で、これは大都市圏で平均給与が高いためと考えられる。逆に、とも

に全国計を下回っているのは、「岩手県」をはじめ 26道県で、全都道府県の半数以上を占

め、全産業計の給与との相関が高いといえる。因みに、介護職と全産業計の給与の相関係

数は 0.56となり、統計的にも相関関係は高いとみられる（下表参照）。 

・一方、全産業計の給与は全国計より低いものの、介護職の給与が全国計より高いのは、「滋

賀県」をはじめ 15 県あり、なかでも「宮崎県」は全産業計の給与は全国計よりかなり低

い（▲104.5千円）にも関わらず、介護職の給与は全国計を上回っている（＋17.0千円）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【相関係数による相関の強さの見方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手県

（231.9 , 

309.9 ）

栃木県

（334.1 , 

398.8 ）

東京都

（316.1 , 

513.0 ）

愛知県

（323.5 , 

449.9 ）

滋賀県

（312.8 , 

403.3 ）

宮崎県

（304.3 , 

304.8 ）

全国計

（287.3 , 

409.3 ）

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

550.0

200.0 220.0 240.0 260.0 280.0 300.0 320.0 340.0 360.0

介護職と全産業平均の平均給与月額の比較（全産業平均・千円）

（注）「介護職」は介護支援専門員とホームヘルパーの合計、全産業平均は企業規模計10人以上、ともに男女計。

（資料）厚生労働省「平成29年賃金構造基本統計調査」

（介護職計・千円）
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（3）介護人材の充足率と平均給与月額の関係 

・次に、この介護職の平均給与月額と、介護人材の 2020年度および 2025年度に向けての

需要と供給のバランスである「充足率」との相関関係をみてみたい。 

・下図をみると、両者には相関関係はあまりみられないが、2020年度に比べ 2025年度の

ほうがやや拡散しており、平均給与の多寡によって充足率に差が出ているようにみられ

る。充足率を高めるための要素の一つが平均給与の上昇であるといえよう。 

・充足率と平均給与月額との相関係数は 2020年度が-0.28、2025年度が-0.3833となり、統

計的にも相関関係は低いとみられる（全ページ表参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手県

（231.9 ,94.1 ）

福島県

（289.5 , 81.8 ）

栃木県

（334.1 , 94.3 ）

千葉県

（314.6 , 84.6 ）

石川県

（296.4 ,101.5 

岐阜県

（263.9 , 90.6 ）

滋賀県（312.8 , 91.3 ）

京都府

（314.7 , 85.2 ）

全国計（287.3 , 94.2 ）

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

200.0 250.0 300.0 350.0

介護人材の充足率（2020年度）と平均給与月額の関係（充足率・％）

（介護職の平均給与月額・千円）

（資料）厚生労働省「平成29年賃金構造基本統計調査」「第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について」

北海道

（264.7 , 83.2 ）

岩手県

（231.9 ,86.9 ）

福島県

（289.5 , 74.1 ）

栃木県

（334.1 , 84.0 ）

千葉県

（314.6 , 74.1 ）

山梨県

（286.5 , 96.6 ）

滋賀県（312.8 , 86.1 ）

京都府

（314.7 , 79.3 ）

全国計

（287.3 , 86.2 ）

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

200.0 250.0 300.0 350.0

介護人材の充足率（2025年度）と平均給与月額の関係（充足率・％）

（介護職の平均給与月額・千円）

（資料）厚生労働省「平成29年賃金構造基本統計調査」「第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について」
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３．まとめ 

（1）国の介護人材確保対策について 

・先にみた介護職員の人手不足に対し、国では、以下の総合的な介護人材確保対策に取り

組むとしている。 

 ①介護職員の処遇改善 

 ②多様な人材の確保・育成 

 ③離職防止・定着促進・生産性向上 

 ④介護職の魅力向上 

⑤外国人材の受入れ環境の整備 など 

  ・各項目の具体的な内容については下記の図表のとおり。 

  ・なお、①の介護職員の処遇改善については、国は、「新しい経済政策パッケージ」（平成 29

年 12月８日閣議決定）において、介護サービス事業所における勤続年数 10年以上の介護

福祉士について月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費 1000億円

程度を投じ、処遇改善を行うとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）厚生労働省「第 161回社会保障審議会介護給付費分科会」（平成 30年９月 5日） 

 

（2）まとめ 

・国の対策は上記のとおりで、「介護職員の処遇改善」では一定の効果が期待されるが、

「介護職の魅力向上」は総花的な施策であり、直接的な効果の期待薄なものもある。や

はり、「多様な人材の確保・育成」や「外国人材の受入れ環境整備」といった、喫緊の問

題に対する施策が必要であり、現場のニーズに合致し、より踏み込んだ、着実な効果の

見込める具体策が求められているといえよう。   

以上 


